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○早稲田大学職務発明規程（2004年11月19日規約第4号の29） 

早稲田大学職務発明規程 

（2004年11月19日規約第04―29号） 

《所管：研究企画課長》 

  

 改正 2006年９月21日規約第06―29号の16 2007年３月31日規約第06―31号の25  

   2008年12月11日規約第08―45号 2009年３月31日規約第08―86号の２  

   2011年１月14日規約第10―72号の２ 2012年７月６日規約第12―24号  

   2015年５月22日規約第14―102号の１ 2019年５月10日規約第19―15号の17  

   2020年12月22日規約第20―50号の１ 2024年５月21日規約第24―5号  

早稲田大学職務発明規程（2000年規約第00―２号の１）の全部を改正する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 本規程は、早稲田大学（以下「本学」という。）の教職員等が行った発明等の取扱いに関す

る基本的事項を定めることにより、その発明者としての権利を保障するとともに、知的財産権の適

正な管理を実現することにより、学術研究成果の社会的活用を図り、もって学術研究の振興に資す

ることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 本規程において、次に掲げる用語は、次の定義によるものとする。 

一 「発明等」とは、次に掲げるものをいう。 

イ 特許権の対象となるものについては発明 

ロ 実用新案権の対象となるものについては考案 

ハ 意匠権、回路配置利用権ならびに著作権法（昭和45年５月６日法律第48号）第２条第１項第

10号の２のプログラム著作物および同号の３のデータベースの著作物（以下、「プログラム等」

という。）の著作権の対象となるものについては創作 

ニ 品種登録にかかわる権利の対象となるものについては育成 

ホ ノウハウを対象とするものについては案出 

二 「職務発明等」とは、本学の教職員等として学外から獲得した研究資金もしくは本学の予算を

使用し、または本学からの支援を受けもしくは本学の設備施設などを利用してなされた成果であ

ると本学が認定した発明等をいう。 

三 「知的財産権」とは、次に掲げるものをいう。 

イ 特許法（昭和34年法律第121号）に規定する特許権、実用新案法（昭和34年法律第123号）に

規定する実用新案権、意匠法（昭和34年法律第125号）に規定する意匠権、半導体集積回路の回

路配置に関する法律（昭和60年法律第43号）に規定する回路配置利用権および種苗法（平成10

年法律第83号）に規定する育成者権 

ロ 特許法に規定する特許を受ける権利、実用新案法に規定する実用新案登録を受ける権利、意

匠法に規定する意匠登録を受ける権利、半導体集積回路の回路配置に関する法律第３条第１項

に規定する回路配置利用権の設置の登録を受ける権利および種苗法第３条第１項に規定する品

種登録を受ける権利 

ハ 著作権法（昭和45年法律第48号）第２条第１項第10号の２のプログラム著作物および同号の

３のデータベースの著作物に係る著作権法第21条から第28条に規定する著作権 

ニ イ、ロまたはハに掲げる権利の対象とならない技術情報のうち秘匿することが可能な財産的

価値があるものであって、本学が特に指定する権利（ノウハウ等を指す。） 

ホ 外国におけるイからニに掲げる権利に相当する権利 

四 「発明者」とは、職務発明等をした教職員等をいう。 

五 「教職員等」とは、次に掲げる者をいう。 

イ 本学の専任教職員、特任教授、助教および助手 

ロ 本学との間で研究等の成果である発明等について契約を交わしている任期付教員、研究員、

客員教員、研究助手、特任研究教授、その他の教職員（派遣契約その他の契約に基づき本学の
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業務に従事する派遣従業員、臨時雇用および契約職員を含む。）、招聘研究員、招聘研究教授

および学生 

ハ その他職務発明等につき契約がなされている者 

（権利の帰属） 

第３条 職務発明等に係る知的財産権は、本学がこれを承継する。ただし、第５条第１項、第３項も

しくは第４項の規定により職務発明等に該当しないと決定したとき、またはその知的財産権を本学

が承継しない、もしくは知的財産権を放棄するものと決定したときは、この限りでない。 

２ 教職員等が第三者と共同して職務発明等を行ったときは、当該教職員等が有する当該職務発明等

に係る知的財産権の共有持分を本学が承継する。ただし、第５条第１項、第３項もしくは第４項の

規定により職務発明等に該当しないと決定したとき、または知的財産権を本学が承継しない、もし

くは知的財産権を放棄するものと決定したときは、この限りでない。 

第２章 届出および帰属の決定 

（届出および受理） 

第４条 教職員等は、発明等を行ったときは、本学が別に定める書式によって、速やかに本学に届け

出るものとする。ただし、回路配置利用権およびプログラム等の著作権の対象となる創作について

は、この限りでない。 

２ 前項ただし書の場合において、教職員等は、当該創作を第三者に利用させようとするときは、本

学が別に定める書式によって、速やかに本学に届け出るものとする。 

３ 本学は、前２項の届出があったときは、速やかに当該教職員等に当該届出を受理した旨を通知し

なければならない。 

４ 教職員等は、第一の出願国以外で知的財産権を取得することを希望するときは、本学が別途定め

る書式にその旨記載するものとする。 

（発明等の審議） 

第５条 本学は、下記に定める発明等に関する事項について、リサーチイノベーションセンターの意

見を徴した上で当否を決定する。 

一 第４条第１項および第２項の規定する届出による発明等が、職務発明等に該当するか否か 

二 発明等に係る知的財産権を本学が承継するか否か 

三 出願または審査請求等の権利取得に必要な手続きを日本国内外にて行うか否か 

四 発明等に係る知的財産権を維持するか否か 

五 発明等に係る知的財産権を放棄するか否か 

六 発明等に係る知的財産権を譲り受けるか否か 

七 発明等の技術移転を行うか否か 

２ 本学は、前項の決定をしたときは、当該発明者に通知しなければならない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、緊急の必要があるときまたは第12条に規定する知的財産戦略会議が

別に定める基準を満たすときは、リサーチイノベーションセンター統括所長が、第１項各号の当否

を決定することができる。 

４ 前項の場合において、リサーチイノベーションセンター統括所長が当該発明等の発明者であると

きは、研究推進部長が決定を行う。 

５ 前２項の場合においては、リサーチイノベーションセンター統括所長は、事後に本学の承認を得

なければならない。この場合において、事後の本学の承認を得られないときは、リサーチイノベー

ションセンター統括所長は当該決定を直ちに取り消さなければならない。 

６ リサーチイノベーションセンター統括所長は、第３項および第４項の決定がなされたときは、当

該発明者に通知しなければならない。前項の規定により当該決定を取り消した場合についても同様

とする。 

（譲渡書の提出） 

第６条 前条第１項、第３項または第４項の規定により、発明等を本学が承継すると決定したときは、

その発明者は本学が別に定める様式による権利譲渡書を本学に提出しなければならない。 

（異議の申立て） 

第７条 発明等を届け出た教職員等は、第５条第１項による本学の決定、同条第３項のリサーチイノ

ベーションセンター統括所長の決定、同条第４項の研究推進部長の決定または同条第５項による決
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定の取り消しに不服があるときは、通知を受けた日から２週間以内に本学に対し、異議を申し立て

ることができる。 

２ 本学は、異議の申立てがあったときは、異議を申立てた教職員等および知的財産戦略会議の意見

を徴したうえで、異議申立ての当否を決定する。 

３ 本学は、前項の決定をその理由を付して、異議を申立てた教職員等に通知する。 

４ 異議の申立てを行った教職員等は、第２項の決定に対し、再度異議の申立てを行うことはできな

い。 

（知的財産権の第三者への譲渡および寄託の制限） 

第８条 教職員等は、第５条第１項、第３項または第４項の決定を受けるまでは、その発明等に係る

知的財産権を第三者へ譲渡、またはその発明等に係る特許微生物を寄託してはならない。ただし、

第７条第１項の規定により異議申し立てをした場合は、同条第２項の決定を受けるまで、その発明

等に係る知的財産権を第三者へ譲渡してはならない。 

第３章 共同発明等 

（教職員等による共同発明等） 

第９条 教職員等が共同で発明等を行った場合において、第４条第１項および第２項の届出、第６条

の譲渡書の提出および第７条第１項の異議の申立てを行うときは、代表発明者を定め、発明者全員

の連名で行うものとする。 

（本学以外の者との共同発明等） 

第10条 本学は、教職員等が本学以外の者と共同で職務発明等を行った場合において、その発明等に

係る知的財産権が本学と本学以外の者との共有になり、共同で当該知的財産権に係る出願または登

録（以下「出願等」という。）を行うときは、本学以外の者と共同出願等に関する契約を締結する

ものとする。 

第４章 知的財産戦略会議 

（知的財産戦略会議の設置） 

第11条 本学は、知的財産の活用に関する事項を審議するため、知的財産戦略会議を設置する。 

（知的財産戦略会議の職務） 

第12条 知的財産戦略会議は、次の各号に掲げる事項を審議する。 

一 知的財産権の取得、技術移転等に関する戦略 

二 第５条第１項各号における評価判断の基準 

三 第５条第３項における基準 

四 第７条第２項に規定する異議申立てに関する意見の具申 

五 本学の発明等に係る侵害、係争または訴訟等が生じた場合の対応 

２ 知的財産戦略会議は、必要に応じ、教職員等からヒヤリングを行うことができる。 

（知的財産戦略会議の構成） 

第13条 知的財産戦略会議は、次の者をもって構成する。 

一 総長が指名する理事 １人 

二 研究推進部長 

三 リサーチイノベーションセンター統括所長または所長のうちから１人 

四 会議の議長が指名する者 若干人 

２ 知的財産戦略会議の議長は、前項第１号に規定する委員をもって充てる。 

３ 第１項第１号および第４号の委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けたと

きの後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

（知的財産戦略会議の運営） 

第14条 知的財産戦略会議は、議長が招集し、その議事を整理する。 

２ 知的財産戦略会議は、委員の過半数の出席がなければ開催することができない。 

３ 知的財産戦略会議の議決は、出席委員の過半数による。可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

４ 委員が第７条第１項の規定する異議申立て人であるときは、当該委員は、第１項第３号の審議に

加わることができない。 

第５章 知的財産権取得に係る手続、権利維持および技術移転 
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（出願等） 

第15条 本学は、職務発明等に係る知的財産権を承継すると決定したときは、出願、寄託等の当該知

的財産権取得に係る手続を行う。 

２ 前項の知的財産権取得に係る手続に要する費用は原則として本学が負担し、知的財産権取得に係

る手続に関する事務は本学が行う。 

３ 前２項の規定にかかわらず、本学以外の者との共同発明等における知的財産権取得に係る手続に

ついては、第10条の規定に基づき締結された契約に従うものとする。 

４ 発明者は、本学から知的財産権取得に係る手続について協力を要請されたときは、これに応じな

ければならない。 

（権利維持） 

第16条 本学が承継した職務発明等について、前条第１項の規定による知的財産権取得に係る手続に

基づいて知的財産権が成立した場合は、その権利維持に要する費用は原則として本学がこれを負担

するものとし、権利維持に関する事務は本学が行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、本学以外の者との共同発明等の権利維持に関する費用および事務につ

いては、第10条の規定に基づき締結された契約に従うものとする。 

（技術移転） 

第17条 本学は、職務発明等に係る知的財産権を承継したときは、当該知的財産権について第三者へ

の実施権の付与や権利譲渡等により技術移転を行うことができる。 

２ 前項の技術移転に要する費用は原則として本学が負担し、技術移転に関する事務は本学が行う。 

３ 前２項の規定にかかわらず、本学以外の者との共同発明等に係る技術移転については、第10条の

規定に基づき締結された契約に従うものとする。 

４ 発明者は、本学から技術移転に関する諸手続について協力を要請されたときは、これに応じなけ

ればならない。 

第６章 発明者への実施補償 

（対価の配分） 

第18条 教職員等は、その職務発明等に係る国内または外国における知的財産権を本学が承継した場

合において、当該知的財産権の技術移転により本学が対価を得たときは、毎年度１回、次の算式に

より算出された額（以下「必要経費控除後対価額」という。）の２分の１の額の配分を受ける権利

を有する。 

算式 

Ａ－Ｂ 

算式の符号 

Ａ 知的財産権の技術移転により本学が得た対価の金額 

Ｂ 知的財産権に係る出願、維持管理および技術移転等に要した金額（第３項に定める技術移転

機関に対して支払う報酬額を除く。） 

２ 必要経費控除後対価額の残余の金額は、本学に配分するものとする。 

３ 本学が、大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律（平成

10年法律第52号）第２条第１項の特定大学技術移転事業を実施する法人（以下「技術移転機関」と

いう。）に知的財産権の技術移転等に係る業務を委託し、当該知的財産権の技術移転による対価を

得たときは、本学は当該技術移転機関に対し、前項の規定により本学に配分された金額から報酬を

支払うものとする。 

第７章 雑則 

（守秘義務） 

第19条 本学と発明者は、当該発明等の内容等の事項について、出願するまでの期間は、秘密を守ら

なければならない。ただし、本学と発明者が合意の上公表する場合および本学と発明者の責によら

ずして公知となった場合は除く。 

２ 前項の規定は、教職員等が第２条第５号に該当しなくなったとき（以下「退職等」という。）以

後も適用する。 

（退職等後の取扱い） 

第20条 教職員等が退職等した場合においても、当該発明等が職務発明等に該当する場合の取扱いは、
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本規程によるものとする。 

２ 教職員等が退職等する場合、それ以前に完成した発明等は第４条の規定により届け出なければな

らない。この場合において、当該発明等が職務発明等に該当する場合の取扱いは、本規程によるも

のとする。 

（事務局） 

第21条 本規程に定める事務は、リサーチイノベーションセンターおよび関連箇所が行う。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、2004年12月１日から施行する。 

（関連要綱の廃止） 

２ この規程施行の日をもって、職務発明規程運用要綱（2000年規約第00―２号の２）は廃止する。 

（経過措置） 

３ この規程による改正前の早稲田大学職務発明規程（2000年規約第00―２号の１。以下「旧規程」

という。）の規定により大学が承継した知的財産権については、この規程による改正後の職務発明

規程（以下「新規程」という。）の規定により大学が承継した知的財産権とみなす。 

４ 旧規程の規定により大学に提出された権利譲渡書は、新規程の規定により大学に提出された権利

譲渡書とみなす。 

５ 第３項の規定により大学が承継した知的財産の運用または処分により大学が得た対価の配分につ

いては、新規程第19条第１項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

６ 新規程の施行の際現に旧規程第９条の発明審査委員会の委員である者は、新規程第12条の発明審

査委員会の委員とみなす。この場合における委員の任期は、旧規程の規定により委嘱された日から

起算する。 

７ 発明審査委員会は、附則第３項、第４項および第５項の経過措置について疑義が生じた場合は、

審議を行い、その結果を大学に建議する。 

附 則［整理］（2006年９月21日規約第06－29号の16） 

この規則は、2006年９月21日から施行する。 

附 則［整理］（2007年３月31日規約第06－31号の25） 

この規程は、2007年４月１日から施行する。 

附 則［整理］（2008年12月11日規約第08－45号） 

この規則は、2008年11月７日から施行する。 

附 則［整理］（2009年３月31日規約第08－86号の２） 

この規則は、2009年４月１日から施行する。 

附 則［整理］（2011年１月14日規約第10―72号の２） 

この規則は、2010年11月８日から施行する。 

附 則（2012年７月６日規約第12―24号） 

この規程は、2012年10月１日から施行する。ただし、改正後の早稲田大学職務発明規程第23条の規

定は、2013年４月１日から施行する。 

附 則（2015年５月22日規約第14―102号の１） 

この規程は、2015年５月22日から施行する。 

附 則（2019年５月10日規約第19―15号の17） 

この規程は、2019年６月１日から施行する。 

附 則［整理］（2020年12月22日規約第20―50号の１） 

この規則は、2021年１月１日から施行する。 

  附 則（2024年５月21日規約第24―5号） 

(施行期日) 

１ この規程は、2024年７月１日から施行する。 

(大学が承継した知的財産権の特例) 

２ この規程による改正前の早稲田大学職務発明規程(以下｢改正前規程｣という。)第３条の規定によ

り大学が承継した知的財産権については､この規程による改正後の早稲田大学職務発明規程(以下

｢改正後規程｣という｡)第３条の規定により本学が承継した知的財産権とみなす｡ 
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(大学に提出された権利譲渡書の特例) 

３ 改正前規程第６条の規定により大学に提出された権利譲渡書は､改正後規程第６条の規定によ

り本学に提出された権利譲渡書とみなす｡ 

(改正前に承継した知的財産に係る対価配分の特例) 

４ 第２項の規定により本学が承継するとみなした知的財産の運用または処分により本学が得た対

価の配分については､改正後規程第18条第１項および第２項の規定にかかわらず､改正前規程第23

条第１項および第２項の規定により対価を配分する｡ 

（知的財産戦略会議委員の任期の特例） 

５ この規程の施行の際、現に改正前規程第13条第１項第１号、第３号および第４号の規定により

知的財産戦略会議の委員である者は､改正後規程第12条の知的財産戦略会議の委員とみなす。この

場合における委員の任期は、2024年９月20日までとする。 


